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研究ノート
事業部業績管理会計・再考
山　田 覚
1事業部制組織
　経営管理組織は，企業の大規模化という環境の変化に伴い集権的管理形態
を採ることが困難となり，権限・責任の委譲によって分権的組織による管理
が必然的に行われるようになる。この分権的組織は，職能別組織と事業部制
組織に大別されるが，前者は，購買・製造・販売・財務といった企業の基本
的な職能を構成単位とする組織形態である。職能別組織では，販売部門には
収益責任，製造部門等には原価責任というように部門組織が負うべき管理責、
任が収益か原価のいずれかに分割される。
　これに対して，事業部制組織は，職能単位ではなく，製品別・地域別等に
編成した事業部（division）を基礎にして構成される組織形態をいう。各事
業部は，独立採算組織をめざし，収益と費用の双方に責任を負う利益センター
（profit　center）として構成される。事業部長には，利益責任を果たすのに
必要な製造・販売・財務等の職能の包括的な権限が委譲される。さらに投資
権限が委譲されることもあり，この場合，事業部は単なる利益センターでは
なく投資センター（investment　center）になる。
　とはいえ，事業部は独立企業ではないから，完全な自主性が与えられるも
のではなく，本部は総合管理のために，通常，次のような権限を留保する。
①全社的な基本方針，長期経営計画および長期利益計画の設定
一217一
山田　覚
②予算の最終決定，一定金額を超える設備投資の承認または決定
③事業部の業績評価
④総合資金計画および基本的資金調達
⑤会計・原価計算・予算などに関する手続き基準の制定および変更
　事業部制組織の採用により，各事業部は利益貢任を負っているから，利益
計画を自主的に設定し運用する権限が与えられる。達成すべき目標は，金額
的数値により各事業部ごとに具体的に明示され，したがって，目標と活動結
果との比較分析も容易に行うことができる。すなわち，事業部の業績は，具
体的には利益数値により測定され，本部は，その利益額に基づいて，各事業
部のコントロールを行うことができるのである。
1　事業部の業績評価
　本部は，事業部長と事業部自体の業績評価という2種類の業績評価を通じ
て事業部をコントロールする。事業部長の業績評価は，事業部長を対象とし
て，与えられた権限の中でその管理責任をどの程度遂行したかを評価するも
ので，全社的業績管理の一環として利益目標に向け事業部長を動機づけるこ
とを目的として行われる。したがって，事業部長の管理可能性（controll－
ability）との関連における業績測定が必要となる。
　これに対し，事業部自体の業績評価は，事業部自体を対象として，各事業
部に投下した資本から期待どおり成果をあげられたか否か，ひいては事業部
の企業全体への貢献度を評価するものであり，本部が事業部の拡大・縮小等
を決定する目的で行われる。この場合，管理可能性の枠を超え，事業部に対
する跡づけ可能性（traceability）を含んだ業績測定が要求される。
　事業部業績評価尺度としては，期間利益額，投下資本利益率，残余利益な
どがある。
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1　期間利益額
　期間利益額による業績評価では，設定された目標利益がどの程度達成され
たかにより，各事業部の業績が評価される。
　表1には，事業部損益計算書の一例が示されている。この損益計算書にお
いて，限界利益（marginal　profit），管理可能利益（controllable　profit），事
業部貢献利益（contribution　margin）および事業部純利益（net　profit）とい
う4種類の主要利益概念が段階的に示されている。
　　　　　　　　　　表1　事業部損益計算書　　（単位：万円）
　　　　　　　　売上高　　　　　　　　　5，000
　　　　　　　　変動売上原価　　　　　　　　　　　　3，000
　　　　　　　　　製造マージン　　　　　　　　　　2，000
　　　　　　　　変動販売費　　　　　　　　　　　　　750
　　　　　　　　　限界利益　　　　　　　　　　　　1，250
　　　　　　　　管理可能固定費　　　　　　　　　　　　250
　　　　　　　　　管理可能利益　　　　　　　　　　1，000
　　　　　　　　管理不能固定費　　　　　　　　　　　　80
　　　　　　　　　事業部貢献利益　　　　　　　　　　920
　　　　　　　　共通費配賦額　　　　　　　　　　　　　120
　　　　　　　　　事業部純利益　　　　　　　　　　　800
　　　　　　　　税負担額　　　　　　　　　　　　　　200
　　　　　　　　　税引後事業部純利益　　　　　　　　600
（1）限界利益……事業部売上高から変動売上原価を控除した差額を，一般に
製造マージンという。これから変動販売費を控除した差額を限界利益と呼ぶ。
限界利益は，売上高（ないし販売量）に比例して変動するため，利益計画や
予算編成などの年次計画の立案，製品組み合わせ（プロダクト・ミックス），
製品価格の意思決定などに有用な会計情報を提供する。
（2）管理可能利益……事業部限界利益から事業部に帰属する管理可能固定費
を控除した差額をいう。ここに管理可能固定費とは，事業部長がその発生額
に影響力を行使できる固定費をいい，研究開発費，試験研究費，人材教育費
などの，いわゆるマネジド・キャパシティ・コスト　（managed　capacity　cost）
がこれに相当する。
　管理可能利益は，本部や他事業部からの影響を排除して事業部長独自の管
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理業績を反映するように設計されており，事業部長の業績を評価する尺度と
して最適な利益概念とされている。
（3）事業部貢献利益……管理可能利益から事業部に帰属する管理不能固定費
を控除した差額をいう。ここに管理不能固定費とは，事業部長にとって影響
力を行使する権限が与えられていない固定費をいい，使用中の固定資産に係
わる減価償却費，固定資産税，保険料などのいわゆるコミテッド・キャパシ
ティ・コスト（committed　capacity　cost）がこれに属する。ただし，事業部
長がその事業部における特定の固定資産について投資権限をもつ場合，その
固定資産から生ずるコミテッド・キャパシティ・コストは，当該事業部長に
とって管理可能固定費となる。
　事業部貢献利益は，企業全体の利益に対する事業部の貢献度を表すから，
本部が事業部の収益性を評価し，全社的な資源配分を決定する際の有用な情
報となる。
（4）事業部純利益……事業部貢献度利益から本部費等の共通費負担額を控除
した差額をいう。事業部は，独立企業であれば当然発生するはずの本部費や
情報処理・研究開発・市場調査・広告宣伝などの用役の提供を受けたことか
ら生じる補助部門費を負担すべきである。これらの共通費は，発生額を直接
的に事業部に賦課することができないために，適切な基準に従って各事業部
に配賦する手続きがとられる。配賦基準としては，用役利用基準，規模基準
（投資額・従業員数等〉，活動基準（売上高・生産高等〉，負担能力基準（利
益額等）などが考えられる。
　事業部純利益は，独立採算組織としての事業部の収益性を評価し，存続可
能性を判断する際の有用な情報となる。
　事業部純利益から事業部が負担すべき税金を控除すると税引後事業部純利
益が求められる。事業部は，法的には独立の企業ではなく，通常，個別に法
人税が課せられることはない。しかし，事業部の収益性を評価するためには，
一種の本部費である法人税を考慮した方が有益である。法人税の負担額は，
会社全体の法人税を事業部別課税利益を基準にして計算される。
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2　投下資本利益率
　投資に関する意思決定権限が事業部長に与えられており，事業部が単なる
利益センターではなく投資センターと位置づけられるときには，投資額が管
理可能であるから，これを考慮に入れた業績評価が必要になる。その場合に
は，各種期間利益額を事業部に投下されている資本額で除して求められる事
業部投下資本利益率（retum　on　investment；ROI）が有用な業績評価尺度
となる。
　事業部の業績は，目標投下資本利益率に対する達成水準によって評価され
るのが普通である。この目標投下資本利益率は，事業部の過去の実績，事業
部の現在および将来の環境予測などを考慮して，各事業部ごとに設定される。
［事業部長の業績評価目的］
　　　　　　　　　　　　　　　管理可能利益　　管理可能投下資本利益率＝　　　　　　　　　　　　　　　管理可能投資額
［事業部自体の業績評価目的］
　　　　　　　　　　　　税引後事業部純利益　　総投下資本利益率＝　　　　　　　　　　　　　事業部総投資額
　事業部長の業績測定に用いられる管理可能投資額は，各事業部に跡づけ可
能な資産から事業部長にとり管理不能な資産を差し引いた額である。事業部
長にとて管理可能か否かは，事業部長に与えられた権限によって異なる。ま
た，事業部自体の業績測定に用いられる総投資額は，各事業部に跡づけ可能
な資産の他に本部資産の配賦額を含む総資産額である。
【設例1】　表1の事業部損益計算書について，当該事業部の総投資額が
5，000万円（うち管理可能投資額4，000万円）であるとき，投下資本利益率を
求めなさい。
　　　管理可能投下資本利益率
　　　　　　　　1，000万円　　　　　　　　　　　　　　＝25％　　　　　　　　4，000万円
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　　総投下資本利益率
　　　　　　　　600万円　　　　…　　　　　　　　＝12％　　　　　　　5，000万円
　投下資本利益率によって，規模の異なる事業部相互問あるいは外部の同業
種企業との収益性比較が可能となる。また，投下資本利益率は「売上高利益
率×資本回転率」に分解できるので，事業部業績の良否の原因を，販売マー
ジンはどうか，資本の利用効率はどうかという点から分析できる。
　　　　　　　　　利益　投下資本利益率＝　　　　　　　　　資本
　　　　　　　　　利益　　売上高　　　　　　　＝　　　　　　×　　　　　　　　　売上高　　資本
　　　　　　　＝売上高利益率×資本回転率
　先の計算例で，25％の管理可能投下資本利益率は，売上高利益率20％と資
本回転率1．25回の積から構成されていることがわかる。
　管理可能投下資本利益率　25％
　　　　　　　　1，000万円
　　　　　　　　4，000万円
　　　　　　　　1，000万円　　　5，000万円
　　　　　　　＝　　　　　　　　×　　　　　　　　5，000万円　　　4，000万円
　　　　　　　＝　20％　　×　　1．25回
　さらに，各事業部に資本の節約を促し，資本効率を高める効果が期待でき
る。
　しかしながら，投下資本利益率は，現在使用している固定設備を処分した
り，長期的には所有し続ける方が有利なはずの固定設備をリースに転換して，
投資額を意図的に減らすことによっても短期的に高めること炉できる。また
全社的には望ましい投資プロジェクトを採用しなかったりすることも考えら
れる。このような場合，利益率の上昇は必ずしも利益額の増大に結びつかな
くなり，その結果，事業部の利益と全社的な利益との不一致，すなわち部分
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最適化（suboptimization）の生じる恐れがある。
3　残余利益
　残余利益（residual　income；RI）とは，資本コストを差し引いた残りの利
益をいう。資本コストは「資本コスト＝事業部投資額×資本コスト率」とし
て計算され，この場合，資本コスト率は企業の最低所要投下資本利益率を意
味する。
　残余利益による業績評価では，まず残余利益の絶対額が目標として指示さ
れ，これに基づいて事業部長は計画を行い，目標残余利益の達成度で各事業
部の業績が評価される。
［事業部長の業績評価目的］
　管理可能残余利益二管理可能利益一管理可能投資額×資本コスト率
［事業部自体の業績評価目的］
　税引後純残余利益＝税引後事業部純利益一事業部総投資額×
　　　　　　　　　　　資本コスト率
　いま，表1の事業部損益計算書について残余利益を明示する形式で示せば，
表2のようになる。ただし，当該事業部の総投資額は5，000万円（うち，管
理可能投資額4，000万円，管理不能投資額1，000万円），資本コスト率は10％
とする。
　　　　　　　　　　表2　事業部損益計算書　　（単位：万円）
　　　　　　　　売上高　　　　　　　　　5，000
　　　　　　　　変動売上原価　　　　　　　　　　　　3，000
　　　　　　　　　製造マージン　　　　　　　　　　2，000
　　　　　　　　変動販売費　　　　　　　　　　　　　　750
　　　　　　　　　限界利益　　　　　　　　　　　　1，250
　　　　　　　　管理可能固定費　　　　　　　　　　　250
　　　　　　　　　管理可能利益　　　　　　　　　　　1，000
　　　　　　　　管理可能資本コスト＊1　　　　　　　400
　　　　　　　　　管理可能残余利益　　　　　　　　　　600
　　　　　　　　管理不能固定費　　　　　　　　　　　　80
　　　　　　　　共通費配賦費　　　　　　　　　　　　　120
　　　　　　　　管理不能資本コスト＊2　　　　　　　100
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税引前純残余利益　　　　　　　　　　300
税負担額　　　　　　　　　　200
税引後純残余利益　　　　　　　　　　100
＊1管理可能投資額に対する資本コスト
　　　　　…4，000万円×10％＝400万円
＊2管理不能投資額に対する資本コスト
　　　　　…1，000万円×10％＝100万円
【設例21
管理可能利益が年問1，500万円，管理可能投資額が6，000万円，および資本
コスト率が10％である事業部において，年問16％の資本利益率を獲得できる
と予想される750万円の新投資プロジェクトの採用を検討している。
投下資本利益率を業績評価尺度に使用する場合，資本コスト率10％より高
率の投資プロジェクトであるから全社的には採用すべきであるのに，新投資
プロジェクトの採用後，投下資本利益率は25％から24％に下がってしまうの
で，この投資プロジェクトを棄却してしまうという部分最適化の生じる可能
性がある。
　　　　　　　　　　　　現状投資案投資採用後
　①管理可能利益　　　　　 1，500万円　　120万円　1，620万円
　②管理可能投資額　　　　　6，000万円　　750万円　6，750万円
　③投下資本利益率（ニ①÷②）　　25％　　　16％　　　24％
　これに対し，残余利益を業績評価尺度に使用する場合，資本コスト率を上
回る予想投下資本利益率を獲得できるプロジェクトの採用により，残余利益
は900万円から945万円に増加するので，全社的な意思決定と事業部のそれと
が一致し，目標整合性（goal　congmence）が保たれるのである。
　　　　　　　　　　　　現　　状　投資採用後
①管理可能利益
②管理可能投資額
③資本コスト率
④資本コスト（＝②×③）
⑤残余利益（＝①一④）
1，500万円
6，000万円
　10％
600万円
900万円
1，620万円
6，750万円
　10％
675万円
945万円
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　したがって，一見したところ，残余利益の採用によって，業績評価にかか
わる間題点は完全に解消されそうである。しかし，業績評価のための会計情
報と意思決定のための会計情報との計算構造の相違から，業績評価が意思決
定に及ぼす不利な作用も知られている。
4　業績評価の実際
　アメリカ企業では，現実には残余利益よりも投下資本利益率のほうが，は
るかに一般に業績評価尺度として用いられている。その理由は，投下資本利
益率に指摘されている問題点が，その適用面において，実際にそれほど表面
化していないことなどが考えられる。
　なお，わが国の企業では，投下資本利益率よりも，むしろ売上高利益率あ
るいは期間利益額を事業部業績評価尺度として採用しているのが実情である。
とはいえ，投資額を無視しているわけではない。事業部資本の効率的運用や
費用の公平負担をはかる目的で，事業部の投資額を資金として把握し，社内
で決めた一定の計算利子（銀行等に支払う表面金利，拘束預金を考慮した実
質金利，あるいは資本コスト）を負担させ，この社内金利を控除した利益額
を業績評価尺度とするケースが多くみられる。これは社内金利制度と呼ばれ，
残余利益概念を制度として具体化したものである。
　この制度を発展させたものとして，社内資本金制度がある。これは，企業
全体の資本金を各事業部に分割し，独立意識を強化し，利益意識を高めて事
業部業績の向上をはかる，わが国独自の制度である。この場合，事業部資本
金に一定の配当率を適用して，事業部から本部に社内配当金が支払われる。
税引後事業部純利益からこの社内配当金を控除すると事業部留保利益が求め
られ，その処分権は事業部長に与えられる。
　これまで，事業部の業績評価を，主として収益性の観点から取り上げてき
た。しかしながら，多くの企業では，複数の業績指標を用いて総合的に業績
評価が行われている。その典型的な例として，G　E（General　Electric）社の
8つの重要な業績指標をあげることができる。
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①収益性（profitability）
②市場地位（marketposition）
③生産性（productivity）
④製品主導性（productleadership）
⑤人材開発（personneldevelopment）
⑥従業員の態度（employeeattitudes）
⑦社会的責任（publicresponsibility）
⑧長期目標と短期目標との均衡（balancebetweenshort－rangeandlong－
　　rangegoals）
皿　内部振替価格の設定
　事業部制組織では，事業部相互間で内部振替取引がしばしば行われる。こ
こに内部振替取引とは，部品や半製品，製品などをある事業部から別の事業
部に振り替える行為をいい，たとえば，ある事業部が製造した部品を，さら
に加工し製品として外部市場に販売するために別の事業部が受け入れる，と
いうような場合である。そしてこの内部振替取引に適用する価格を内部振替
価格（transfer　price）という。内部振替取引から生じる振替金額は，財を
供給する事業部にとっては売上高になり，受入事業部にとっては仕入原価に
なるから，各事業部の利益はその影響を受ける。
　内部振替価格の設定方式としては大別して，市場価格を基準にする方式と
原価を基準にする方式の2つがある。
1市価基準
　市価基準（market　base）とは，市価または市価を修正した値を内部振替
価格とする方法である。この場合，外部市場が存在していて，信頼できる市
場価格が獲得できなければならない。
　競争的な事業部の利益責任を明確にするには，市価基準が望ましい。内部
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振替価格をどの水準に設定するかによって供給事業部と受入事業部の利益は
重大な影響を受け、利害が対立するために、できるだけ客観的な基準が求め
られるからである。また、市価基準の採用によって外部取引との比較が可能
になり、内部振替取引の有効性を評価できるようにもなる。
【設例3】
　当社にはA事業部とB事業部があり、A事業部は部品aを製造し、B事業
部と外部市場へ販売している。またB事業部では、この部品aを加工し、製
品bとして外部市場へ販売している。なお、部品aの内部振替価格として、
市価を採用している。
　　　　＜資料＞　　　　　　　　　　　　A事業部（部品a）　　B事業部（製品b）
1．市　　価
2。販売数量：外部
　　　　　内部
3．製造数量
4．原価データ
（1）変動製造原価
（2）変動販売費
（注）
＠500円
20，000個
10，000個
30，000個
?????『??
＠1，000円
10，000個
10，000個
加工費…＠150円
　　　＠50円
　　　　　　部品の内部販売では，変動販売費は発生しないものとする。
　上記の資料に基づいて，事業部別損益計算書を作成しなさい。
　　　　　　　　　　　事業部別損益計算書　　　　（単位：万円）
　　　　　　　　　　　　A事業部　　B事業部
　　　　売上高
　　　　　外部　　　1，000　　　　　　1，000
　　　　　内部　　　500　1，500
　　　　変動売上原価
　　　　　振替品　　　　　　　　　　　　　　　500
　　　　　製造原価　　　　　　　　　　　750　　　　　150　　　650
　　　　　製造マージン　　　　　　　　　750　　　　　　　　　350
　　　　変動販売費　　　　　　　　　　　　100　　　　　　　　　　50
　　　　　限界利益　　　　　　　　　　　650　　　　　　　　　300
　なお，内部振替取引では，外部取引と比べて運送費，広告費，交際費，集
金費などの販売費が不要であり，貸倒れの心配もないから，これらの費用を
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市価から差し引いて内部振替価格とする市価マイナス基準も存在する。
2　原価基準
　振替品が特殊な品である等の理由で，信頼できる市価が利用できない場合
には，原価基準（cost　base）が採用される。原価基準とは，供給事業部の
原価またはこれを修正した値を内部振替価格とする方法である。
（1〉全部原価基準
　実際の全部原価基準によれば，供給事業部に全部原価が保証され，しかも
客観性に富む内部振替価格となる。しかし，供給事業部における作業能率が
良くても悪くても内部振替価格を通じて受入事業部へ転嫁され，事業部の業
績評価を適切に行うことができなくなる。こうした欠点を回避するためには，
標準原価の採用が望ましい。
　全部原価基準による場合，外部市場に販売する事業部のみが何らかの利益
を計上するだけで，供給事業部は，振替利益を計上しないことになる。その
結果，事業部の業績評価を困難なものにする。
（2）原価プラス基準
　原価プラス基準では，原価に何らかの利益を加算して内部振替価格が設定
される。振替品の原価に一定の利益を加算した値は市価にほぼ等しいと考え，
市価基準の代役を期待されている。ただし，この加算される利益に恣意性が
介入することは避けられない。そこで，本部があらかじめ一定のルールを設
けたり，事業部問の交渉にゆだねる方法が考えられよう。
（3）変動費基準（限界原価基準）
　原価のうち変動費のみを内部振替価格とする方法である。この方法は，供
給事業部に利益をもたらさないのみか，固定費の回収さえできないことから，
通常の取引条件では用いられることはない。供給事業部の生産能力に余力が
あり，固定費に影響を与えずに生産が可能である場合に，追加注文を引き受
けるための価格として利用されることがある。
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3　交渉価格
　市価基準も原価基準も適切な内部振替価格の基準と認められない場合に，
実務ではしばしば交渉価格（negotiated　price）が採用される。交渉価格は，
供給事業部と受入事業部との協議によって決定されるものである。理想的に
は，各事業部の利益追求が，全社的な観点からの利益追求につながる振替価
格で妥協して交渉を終えることである。時として本部が交渉価格を取りまと
める場合もある。
【計算例】
　当社にはA事業部とB事業部があり，A事業部は部品aを製造し，B事業
部と外部市場へ販売している。またB事業部では，この部品aを加工し，製
品bとして外部市場へ販売している。なお，部品aの内部振替価格として，
市価を採用している。
　　　＜資料＞　　　　　　　　　　A事業部（部品a）　　B事業部（製品b）
1．市価　　　＠400円　　＠1，000円2．販売数量：外部　　　　　　　20，000個　　　　　　　　20，000個
　　　　　内部　　　　　　　20，000個
3．製造数量　　　　　　　　　　40，000個　　　　　　　　20，000個
4．原価データ
（1）変動製造原価　　　　　　　＠260円　　　　加工費…＠200円
（2）変動販売費　　　　　　　　　＠30円　　　　　　　　　＠40円
（3）管理可能固定費
　　　固定製造原価　　　　　　　100万円　　　　　　　　　200万円
　　　固定販売・管理費　　　　　160万円　　　　　　　　　120万円
5．管理可能投資額　　　　　　　800万円　　　　　　　　1，600万円
6．資本コスト率　　　　　　　　　10％　　　　　　　　　　10％
（注）　部品の内部販売では，変動販売費は発生しないものとする。
問1．上記資料により，事業部別損益計算書を作成しなさい。
問2．上記資料により，各事業部の管理可能投下資本利益率および管理可能
　　残余利益を求めなさい。
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〔解　答〕
問1． 事業部別損益計算書
A　事　業　部
　（単位：万円）
B　事　業　部
売上高
　　外　部
　　内　部
変動売上原価
　　振替品
　　製造原価
　製造マージン
変動販売費
　限界利益
管理可能固定費
　　固定製造原価
　　固定販売・管理費
　管理可能利益
800
800　　1，600
1，040
800
400
2，000
560
60 盟00808
?》??
500
260
200
120
720
320
240 400
??問
管理可能投下資本利益率
　　　　　　　240万円A事業部
B事業部
800万円
400万円
ニ30％
②　残余利益
　　A事業部…
　　B事業部…
1，600万円＝25％
240万円一　800万円×10％＝160万円
400万円一1，600万円×10％ニ240万円
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